
 

 

インタビュー） 

「2022年からの医療機関・介護事業者の人事・労務関連法令改正のチェ

ックポイント～今後、想定すべき労務リスクとは？」 
合同会社のぞみプランニング代表取締役・特定社会保険労務士 工藤英二先生 

（聞き手：医療ジャーナリスト：冨井 淑夫） 

インタビュー日：2023 年 2 月 6 日 

パワハラ防止措置の職員への周知・啓発と相談窓口設置義務 

――2019 年の「労働施策総合推進法」（以下、同法に略）改正を皮切りに近年、人

事・労務関連の様々な法令が包括的に見直されてきました。主に医療機関や介護事

業者等に影響のある事項に絞り、経営者や人事・労務担当者等が留意すべきポイン

トについて解説をお願いします。まず、同法でパワーハラスメント（パワハラ）防

止対策の法制化が行なわれ、20 年 6 月より大企業を対象に施行されましたが、努力

義務だった中小企業にも 22 年 4 月より適用が拡大されましたね。 

工藤：公的・民間を問わず、わが国の殆どの医療機関は、事業規模では中小企業の扱

いとなりますので、事業主には当該防止措置が義務付けられました。事業者が雇用管

理上、講ずべき措置としては、①事業主の方針の明確化及び、その周知・啓発、教育・

研修②相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備③職場に

おけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応④併せて構ずべき措置（プライバ

シー保護、不利益取扱いの禁止等）――の 4 点（図表 1）です。中小民間病院等の場

合、①～④に関しては、初めて実施する施設が多いと想定され、ハードルが高いとの

印象を持たれるかもしれません。 

医療・介護現場等で、まず備える必要があるのは①の方針の明確化と労働者への周

知・啓発、教育・研修や、②にある相談窓口の設置等で、③④については事後の対応

となります。 

 周知・啓発の具体的方法としては、就業規則に事業主の方針を明示すると同時に、

ハラスメントの内容や、その発生の原因、背景等も記載する必要があります。現行の

就業規則にそれらの記載がなければ、新たな就業規則の作成が求められます。このほ

か、病院のホームページや院内広報誌等の広報ツールにも当該方針を記載し、職員に

広報することが必要です。②院内の相談窓口の設置に関しては、必須と考えて下さい。 
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図表１ 

さらに、実施が「望ましい」とされている取組についても、責務の趣旨も踏まえて政局的に

対応しましょう。 

① 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 

② 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

③ 職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 

④ 併せて講ずべき措置 （プライバシー保護、不利益取扱いの禁止等） 



 

――全国展開する大手の介護サービス企業等には近年、本社にパワハラ・セクハラ等

の相談窓口設置や、組織力のある大学病院等は、専任の担当窓口を置く動きは見られ

ますが、どの医療機関でも、そうした体制整備が可能かと言うと、難しいケースも想

定されます。 

工藤：仕組みづくりからスタートしますので、まずは相談窓口を設置することから始

めて下さい。①ではハラスメント教育・研修の実施も要求されますので、病院の中に

適切な人材がいなければ、教育・研修に注力し、事務職員等の中から、その任に相応

しい担当者を育成する発想を持たれても良いでしょう。厚生労働省の資料にある「具

体的な取り組み事例」の中には、「担当者が相談の内容や状況に応じて適切に対応出

来るようにする」ために「相談を受けた場合の対応についての研修を行う」ことにも

言及されています。 

――同省のウェブサイト「あかるい職場応援団」（以下、応援団）の中には、相談窓口

を「外部の機関に相談への対応を委託すること」との取り組み例が示されています。 

工藤：一般的に企業等ではハラスメントを行った側・受けた側の関係性の悪化に伴っ

て、相談窓口で新たなハラスメントが発生するケースも見られます。現実にハラスメ

ント行為を理由とする損害賠償リスクに備えて、ハラスメント対応保険と呼ばれるも

のも存在し、保険会社が保険加入とセットに、相談窓口を担うケースもある。例えば

外部の社労士等が、第三者的な立場で窓口を担えば中立公正な対応が可能かもしれま

せん。 

私の経験からも顧問社労士のいる医療機関はハラスメント防止の意識が高いように

感じられます。窓口対応を外部委託する場合、役割分担として危機管理の事前対応を

担うのが社労士で、③④に関連するトラブルの事後対応は弁護士等が行うことになり

ます。 

カスハラ・マタハラ等、ハラスメントの多様化への対応 

――前出・応援団の中には「事業主が自らの雇用する労働者以外の者に対する言動」

に関し、行うことが「望ましい取組」にも言及されています。 

工藤：一般企業等で就職活動中の女子学生に対する採用担当者のセクハラ問題がマス

コミでクローズアップされ、糾弾されたこともあり実際の裁判例もあります。セクハ

ラ・パワハラは、取引先からの派遣社員、個人事業者等のフリ―ランスや教育実習生

等が被害当事者になる可能性がある一方、近年では、企業等の社員が顧客・取引先か

ら優越的な立場を利用した「精神的な攻撃や性的な言動」等に悩まされるカスタマー

ハラスメント（カスハラ）も顕在化したことから消費者庁や厚労省、他の省庁等も連

携し「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」を作成しています。応援団では

「雇用管理上の措置として、職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針

の明確化等を行う際に、これらの者に対する言動についても同様の方針を示すこと」

としています。 



 

――カスハラは、顧客・取引先からの暴力、脅迫行為等、過激化し犯罪事件に至る事例も

報道されています。病院には薬剤や医療機器、医療用機材まで様々な物品を扱う企業の

社員が出入りする他、派遣社員・外注先企業スタッフも多数常駐し、様々なハラスメントの

温床になり易い土壌があります。大学病院等から派遣される医師も含め多様な人々がハラ

スメントを“行う側・受ける側”何れの当事者にもなり得るリスクを抱えているわけです。  

工藤：ハラスメントは自病院・自社だけに起こる問題ではなく、取引先で発生する事例も少

なくありません。受託する業者からすると弱い立場であり、病院職員からハラスメント被害を

受けたとしても、今後の取引関係に影響を及ぼすことを心配し、「迅速かつ適切な対応」を

行っていくプロセスで、企業側は難しい判断を迫られる場面も出てきます。  

直接に雇用関係のない人が、病院でハラスメント行為を行った場合の対応は様々に複雑

で、それを行った当事者の雇用形態等も踏まえて、誰が責任を負うのかはケースバイケー

スで考えていくしかありません。応援団で示された取組でも、相談体制の整備や研修の実

施、被害者配慮の取組等の一般論が示されているだけで、その実効性を高めるためには

更なる検討の余地があると思います。  

――今回はパワハラ・セクハラだけでなく、「職場における妊娠・出産・育児休業等に関する

ハラスメント」、所謂、マタニティハラスメント（マタハラ）の防止対策にも比重が置かれていま

す。  

工藤：マタハラに関しては、2019 年の「男女雇用機会均等法」及び後述する「育児・介護休

業法」改正で「相談したこと等を理由とする不利益取扱いの禁止」が加わったことに注目さ

れます(図表 2)。その背景として、一般的に男性上司と比較すると、女性上司の方が女性労

働者の就業環境改善への意識が高いとの見方をされます。但し、職場によってジェネレー

ションギャップも根深く存在し、女性管理職の中には、昔に妊娠・出産後の育児休業等を利

用した経験がなく、自分たちは「仕事を優先して、苦労しながら子育てを両立した」体験に拘

泥する余り、不用意に発した一言で女性労働者の就業環境が害されるケースも散見されま

す。応援団の中には管理職や上司の言動により、「就業環境が害される制度または措置の

内容」が具体的に示されているので、ご参照下さい（図表 3・4）。マタハラもパワハラ、セク

ハラ等と同様に事業主が講ずべき措置として方針の明確化及び、管理職等への周知啓発

や相談窓口の設置等、実施すべきことの中身は大きく変わりません。  
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 図表２ 

第１１条第２項の規定は、労働者が前項の相談を行い、又は事業主による当該相談
への対応に協力した際に事実を述べた場合について準用する。 
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――カスハラは顧客・取引先からの暴力、脅迫行為等、過激化し犯罪事件に至る事例

も報道されています。病院には薬剤や医療機器、医療用機材まで様々な物品を扱う企

業の社員が出入りする他、派遣社員・外注先企業スタッフも多数常駐し、様々なハラ

スメントの温床になり易い土壌があります。大学病院等から派遣される医師も含め多

様な人々がハラスメントを“行う側・受ける側”何れの当事者にもなり得るリスクを

抱えているわけです。 

工藤：ハラスメントは自病院・自社だけに起こる問題ではなく、取引先で発生する

事例も少なくありません。受託する業者からすると弱い立場であり、病院職員から

ハラスメント被害を受けたとしても、今後の取引関係に影響を及ぼすことを心配

し、「迅速かつ適切な対応」を行っていくプロセスで、企業側は難しい判断を迫られ

る場面も出てきます。 

直接に雇用関係のない人が、病院でハラスメント行為を行った場合の対応は様々

に複雑で、それを行った当事者の雇用形態等も踏まえて、誰が責任を負うのかはケ

ースバイケースで考えていくしかありません。応援団で示された取組でも、相談体

制の整備や研修の実施、被害者配慮の取組等の一般論が示されているだけで、その

実効性を高めるためには更なる検討の余地があると思います。 

――今回はパワハラ・セクハラだけでなく、「職場における妊娠・出産・育児休業等

に関するハラスメント」、所謂、マタニティハラスメント（マタハラ）の防止対策に

も比重が置かれています。 

工藤：マタハラに関しては 2019 年の「男女雇用機会均等法」及び後述する「育児・

介護休業法」改正で「相談したこと等を理由とする不利益取扱いの禁止」が加わっ

たことに注目されます(図表 2)。 

その背景として、一般的に男性上司と比較すると、女性上司の方が女性労働者の

就業環境改善への意識が高いとの見方をされます。但し職場によってジェネレーシ

ョンギャップも根深く存在し、女性管理職の中には昔に妊娠・出産後の育児休業等

を利用した経験がなく、自分たちは「仕事を優先して、苦労しながら子育てを両立

した」体験に拘泥する余り、不用意に発した一言で女性労働者の就業環境が害され

るケースも散見されます。応援団の中には管理職や上司の言動により、「就業環境が

害される制度または措置の内容」が具体的に示されているので、ご参照下さい（図

表 3・4）。マタハラもパワハラ、セクハラ等と同様に事業主が講ずべき措置として方

針の明確化及び、管理職等への周知啓発や相談窓口の設置等、実施すべきことの中

身は大きく変わりません。 

「産後パパ育休制度」導入を男女共同参画のロールモデルに 
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「産後パパ育休制度」導入を男女共同参画のロールモデルに 

――前述・22 年 4 月に施行された「育児・介護休業法」改正により、男性の出生時育

児休業制度、いわゆる「産後パパ育休制度」（以下、同制度）が施行され、同年 10月

からスタートしています。事業者は、育児休業・産後パパ育休に関する①研修の実施

と②相談窓口の設置、自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得③事例の収集・提

供及び④同制度と育児休業取得促進に関する方針の周知が求められます（資料 1）。 

精神科系の病院は、男性

看護師の割合の高い施

設が多いことから、既に

研修実施や相談窓口の

設置を行っている医療

法人病院もあります。精

神科に限らず、近年、も

ともと少数派だった男

性看護師の割合は増加

傾向にあり、男女共同参

画の視点からも重要な

改正であると考えられ

ます。 

工藤：同制度は、子ど

もの出生後 8 週間以内

に 4 週間まで取得が可

能な新しい休業制度と

して創設されたもの

で、男性労働者は出生

時、退院時等に加え

て、更にもう 1 回分割

して 2 回の取得が可能

になりました。このほ

か、現行の育児休業制

度に関しても、子ども

が 1 歳に達するまで夫

婦ともに分割して 2 回の取得が可能になり、妻の職場復帰等のタイミングに合わせ

て育児の分担がやり易くなったほか、保育園への入所が出来ない等の場合は、子ど

もが 1 歳以降でも最長 2 歳に達するまでの期限に育児休業が取得可能になりまし

た。育休を開始する時点を柔軟に運用することで、夫婦が育休を途中交代出来る等

のメリットを考慮した要件緩和となります。同制度で講ずべき①～④の措置は「何

出典：「育児・介護休業法について」リーフレット「育児・介護休業法改正ポイントのご案内」 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html）を加工して作成 

資料１ 



 

れか」とされ、「複数の措置を講じるのが望ましい」との記述があるように、最低限

1 つの選択肢をクリアすることが肝要です。4 つの中で一番、導入し易いのは②相談

窓口の設置と考えられます。一般企業も同様ですが、多くの医療機関はまずは②か

ら着手するものと推定します。 

 また、同制度に関しても就業規則への記載が必要で、従業員数 10 名以上の医療機

関の場合は、労働監督基準署に作成の届け出義務が生じることに留意下さい。 

――厚生労働省が公表した 2021 年度の男性育休の取得率は、同年に過去最高を記録

したとは言え未だ 13.97％です。特に、高齢化の進む地方都市の中小病院等では、男

性の若手事務職員の採用が年々、困難になっていますので、就業環境の改善は重要な

課題です。逆に、精神科系の病院等は同制度を積極的に活用することで、男女共同参

画のロールモデルとして注目され、若い世代の職員のリクルートがし易くなるかもし

れませんね。 

工藤：「男のくせに育休を取るのか！」というマタハラに近い言動は、特に男性管理職

の方には絶対に避けて頂きたい。スマホで録音されてネット等に拡散すると、病院に

とって大変なイメージダウンを招きます。何れにせよ「男性の育休」を取得可能な法

整備が実現したのは朗報としても、全ての病院にそれが実現可能な人的余裕があるの

かどうかは別問題です。職員数が１０数名の診療所でも１千人を超える大学病院でも、

１万人の社員がいる大企業であっても、労働関連法令への対応は皆、共通で一律に行

わなければなりません。私たち社労士は、法律で規定されたことへの指導は可能にし

ても、医療現場が上手く回らない場合の回答まで明確に有している訳ではありません。 

雇用保険マルチジョブホルダーはダブルワーク高齢者の雇用保険に対応 

個人開業医の節税対策となる個人型ＤＣ 

――22 年１月から「雇用保険マルチジョブホルダー」（ＭＪＨに略）制度が始まりま

した。ＭＪＨはダブルワーク等に従事する 65 歳以上の労働者が 2 つの事業所での勤

務時間を合計し、3 つの要件を満たし本人がハローワークに申請すれば、特例的にマ

ルチ高年齢被保険者となり、離職日前の 1 年間で被保険者期間が通算して 6 か月以上

等の条件を満たせば高年齢求職者給付金（失業手当）の適用対象となる。比較的、分

かり易い制度です（資料 2）。国が打ち出す「高齢者、複数就業者等に対応したセーフ

ティネットの整備、就業機会の確保」を促進する施策の一環として、雇用保険で対応

したものですね。 

工藤：労働者が雇用保険に加入するには週 20 時間以上の労働時間が必要で、Ａ社で

5 時間、Ｂ社で 15 時間働いたとしても、会社単位では 20 時間に満たないため、雇用

保険の対象外でした。ＭＪＨ制度はダブルワーク等で両者を合計して 20 時間以上で

あれば、加入が可能になる改正です。失業手当の支給額は、離職の日以前の 6 か月間

に支払われた賃金の合計を 180 で割り算出した金額の約 5～8 割、賃金の低い人程、

高い率となりセーフティネットにも一定の配慮があります。 



 

出典：「【重要】雇用保険マルチジョブホルダー制度について～令和４年１月１日から６５歳以上の労働者を対象に「雇用保険マルチジョブホルダ

ー制度」を新設します～」事業主向けリーフレット（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000136389_00001.html）

を加工して作成 

 

資料 2 



 

出典：「【重要】雇用保険マルチジョブホルダー制度について～令和４年１月１日から６５歳以上の労働者を対象に「雇用保険マルチジョブホルダ

ー制度」を新設します～」事業主向けリーフレット（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000136389_00001.html）

を加工して作成 



 

通常、雇用保険の手続きは事業主が行ないますが、ＭＪＨの場合、基本的にマルチ

高齢者被保険者の適用を希望する労働者本人が手続きを行うので、制度上、事業主に

煩雑な手続きが発生することは少ないと思われます。 

――医療機関であれば、どのような職種が対象になるのでしょうか？ 

工藤：どちらかと言うと、一般企業等で定年まで勤め上げ、これまでの経験を生かし

幾つかの職場で、顧問や嘱託的な立場で短時間労働を兼務されている方が該当します。

病院で言うと経理や管理業務、調理や営繕等のパートスタッフ等が主な対象として考

えられます。医師や看護師等の高度な技術職がＭＪＨを希望するかと言うと、想定し

難いと思います。  

――精神科系医療機関の心理職等は 65 歳を過ぎてもダブルワーク、トリプルワーク

に従事する方が数多く存在しますし、高齢の理学療法士の中には、病院をリタイアし

た後、介護施設を掛け持ちして介護予防プログラムのリハビリに携る方もいます。こ

れらベテランの専門職の方々にもＭＪＨに関心を持つ方は現れるかもしれませんね。 

工藤：国は「多様な働き方」として副業や兼業を推奨していますが、課題となるのは

労災保険に係る問題です。基本は「複数の就業先の業務負荷を総合的に評価して労災

認定する」との方針ですが、評価はそう簡単ではなく、どの事業所が責任を負うのか

は悩ましい問題です。医療機関の人事労務担当者は働き方が多様化する中、新たに生

まれる複雑な運用にも適切に対応して頂く必要があります。 

――それでは最後に、これまでの労働関連法規とは少し離れ、国民年金法等に関する

改正も行われましたが、22 年 5 月に施行され個人開業医の先生方に影響が大きいと

される「確定拠出年金の加入可能要件の見直し」（図表 5～7）についてご教示下さい。 

工藤：日本銀行によると、22 年 3 月末段階で、個人の所有する金融資産が 2000 兆円

を超え、そのうち現金預金は 1000 兆円以上、タンス預金も 100 兆円以上との公表が

ありました。現政権が国民資産を「貯蓄から投資」にシフトさせる政策を打ち出す中、

①企業型確定拠出年金（企業型ＤＣ）及び、②個人型確定拠出年金（個人型ＤＣ）の

加入要件の見直しが実施されました。重要な改正ポイントは、①は厚生年金被保険者、

②は国民年金被保険者であれば加入出来るように条件が緩和されたことです。①②の

何れも受給開始時期は、現行「60 歳から 70 歳まで」の間で選択可能だったのが、上

限年齢を 75 歳までに引き上げ、確定給付企業年金（ＤＢ）の支給開始時期も現行「60

歳～65 歳」から上限 70 歳までに引き上げられた点です。 

――②は「iDeCo」と呼ばれる金融機関や保険会社等が行っている資産運用の仕組み

で、個人で加入する私的年金制度のことですね。 

工藤：例えばクリニックの院長先生は相当な月収のある方も多いと思われますが、何

も手だてをしなければ相当な額の所得税や住民税を支払う必要があります。この制度

を活用することで、所得を圧縮してかなりの節税が可能になり、適用対象年齢が 75 歳

まで延長されたことは、医療関係者により注目されても良いでしょう。対象は医療経

営者に限ったことではなく、病院職員に対して福利厚生の一環として①の加入を推奨 



 

 

図表５ 

図表６ 

出典：「年金制度改正法（令和２年法律第 40号）が成立しました」年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の概要（令和２年法律第 40 号、令

和２年６月５日公布）（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147284_00006.html）を加工して作成 



 

し、病院が資産運用の支援をする姿勢を積極的に示せば、医療専門職等のリクルート

戦略にも有利に働くのではないかと考えます。 

 

 

【工藤 英二（くどう えいじ）】合同会社のぞみプランニング 代表取締役 

〔プロフィール〕 

特定社会保険労務士/医療労務コンサルタント 組織力診断士 

「ここで働けてよかった！」と思える職場環境づくりの伴走者として、一人からで

も加入できる企業型確定拠出年金の導入支援および就業規則をもとにした組織運営

サポートに特化している特定社会保険労務士。CUBIC、ACS といったツールによるコ

ミュニケーション分析および組織診断、健康経営コンサルティング、初めて人事制

度を導入したいといった医療機関様・企業様のコンサルティングをメインに行う。 
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出典：「年金制度改正法（令和２年法律第 40号）が成立しました」年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の概要（令和２年法律第 40

号、令和２年６月５日公布）（厚生労働省）（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000147284_00006.html）を加工して作成 

図表７ 


